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COP26特集：中国、低炭素排出国への挑戦

 2020年に世界最大の炭素排出国であった中国は、2030年に炭素排出量のピークを迎える予定。

 国内での石炭燃焼だけで、世界の炭素排出量の20％を占める。

 石炭火力発電所への依存低下は、気候変動問題の解決に向けての大きな役割へ。

 中国の温室効果ガス総排出量の約10％を自動車が占めている模様。電気自動車への移行は炭素排出量

の大幅な削減に繋がる。

 習近平国家主席のCOP26サミットへの不参加はメディアに否定的に受け止められた。同主席が新型コ

ロナウイルスの発生以降、中国本土から全く離れていないのは、新型コロナウイルスに対して中国の厳

しい「ゼロ・トレランス（不寛容）」方針を遵守しているためだ。一方、習主席の不参加は、中国政府

の気候変動問題に取り組む姿勢が消極的と見る国もあった。しかし、これは事実に反している。中国の

現政権は、本年初めに発表の「第14次5ヶ年計画」に示されたように、政策を次々と公表し、グリーン

経済を強力かつ持続的に推進してきた。こうした中、本レポートにて、二酸化炭素排出量と気候変動政

策に対する中国の現状を確認することは、意義があると言えよう。
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図表1：中国の二酸化炭素排出量

出所：Global Carbon Project, OurWorldInData, 2021年11月
現在
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 2020年、中国は110億トンの二酸化炭素を排出し、

現在第2位の排出国の米国に60億トンの大差をつけて

いる。中国の二酸化炭素排出量は、今世紀に入り急

激に増大し、2006年に米国を追い抜いた。中国の参

加なくして気候変動の解決はあり得ないことは明白

だ。一方、中国の首脳陣が気候変動の喫緊性を認識

し、世界の他の国々と同調していることは、前向き

に評価出来る。

 2030年までに、二酸化炭素排出量をピークアウトさ

せ、GDPあたりの同排出量を2005年比65％削減、エ

ネルギーミックスに占める非化石燃料の割合を25％

にするという中期目標を掲げ、過去10年間、積極的

に気候変動対策を実施してきた。他の国と同様、中

国は、二酸化炭素排出量の削減に向けて多面的アプ

ローチを採用してきた。以下、最大効果が見込める

重要な取り組みについて述べる。
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 右上図表2のように、中国で石炭に次いで炭素排出量

が多いのは、石油で15％を占める。同国で消費され

る石油の半分以上が、車両向け燃料として消費されて

いる。自動車のみで中国の温室効果ガス総排出量の約

10％を占めている模様だ。そのため、従来型の自動

車から電気自動車への移行を推進することは、国全体

の炭素排出量の大幅な削減に繋がるはずだ。中国では

数々の補助金、税制上の優遇措置など政策主導で炭素

排出量の削減に取り組んでいる。

 中国では近年、電気自動車の販売ブームが起きている。

登録台数はわずか3年で3倍となり、2020年末には約

450万台と世界全体の44％を占める（図表3）。但し、

同国では発電燃料の大半が石炭であるため、電気自動

車への移行は短期的には炭素排出量の大幅な削減には

繋がらない可能性もある。一方、再生可能エネルギー

が普及すれば、電気自動車の環境面での恩恵が高まる。

 中国は世界の年間炭素排出量の約30％を占めている

上、国内の石炭燃焼のみで世界の排出量の20％を占

める。石炭消費の約半分は発電によるものであるため、

石炭火力発電所への依存を下げることは、気候変動対

策に大きな効果をもたらす。石炭火力発電所の削減へ

の有効対策は、エネルギーミックス内での再生可能エ

ネルギーの割合を増やすことだ。

 本年第1四半期から第3四半期までに新設された電力

容量の60％が再生可能エネルギー（太陽光、風力、

水力など）だった。こうした中、世界第2位の経済大

国の中国が石炭依存から脱却するには、段階的な実施

が必須だ。その理由として、石炭の総エネルギー消費

量に占める割合は10年前の70％からは減少している

が、現在も60％を占めていることが背景にある。一

方、既存の石炭火力発電所の炭素排出基準を厳格化し

ている。今後、発電に支障なく、効率良く炭素排出量

を減らすことが求められている。
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図表３：実用電気自動車の地域別内訳（2020年）

出所：IEA、2021年11月現在

 変化は必要だが、変化はコスト無しで起こるわけでは

ない。中国人民銀行は、低炭素経済への移行には、年

間3,000億～6,000億米ドルの資本調達が必要として

いる。中国のグリーンボンド市場は、資金不足の解決

策の一環として設立された。同国のグリーンボンドの

発行額は、2016年以降徐々に増加している。2020年

は新型コロナウイルスの影響で、年間発行額が前年の

約560億米ドルから約440億米ドルに減少したものの、

2021年は上半期だけで約370億米ドルと大幅に回復

している。過去2年間、グリーンボンドの発行を通じ

た資金の約60％は、再生可能エネルギーや低炭素輸

送手段の開発プロジェクトへの資金調達に使用された。

図表 ２：中国の炭素排出量（燃料および産業活動別）

出所：Global Carbon Project, OurWorldInData, 2021年11月現在
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投資信託に係わるリスクについて

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象としており、当該資産の市場における

取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動し損失が生じる可能性があります。従いまして、投資元本

が保証されているものではありません。投資信託は、預金または保険契約ではなく、預金保険機構または保険契

約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関でご購入の投資信託は投資者保護基金の保護の

対象ではありません。購入の申込みにあたりましては「投資信託説明書（交付目論見書）」および「契約締結前

交付書面（目論見書補完書面等）」を販売会社からお受け取りの上、十分にその内容をご確認いただきご自身で

ご判断ください。

購入時に直接ご負担いただく費用 購入時手数料 上限3.85％（税込）
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投資信託の保有期間中に間接的に
ご負担いただく費用

運用管理費用（信託報酬）上限年2.20％（税込）

その他費用
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用がありま
す。「投資信託説明書（交付目論見書）」、「契約締結前交
付書面（目論見書補完書面等）」等でご確認ください。

投資信託に係わる費用について

 上記に記載のリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。

 費用の料率につきましては、HSBCアセットマネジメント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、ご負

担いただくそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。

 投資信託に係るリスクや費用はそれぞれの投資信託により異なりますので、ご投資される際には、かならず

「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。
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